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１. テレワークの促進と定着に対する考え方

● 感染拡大防止と経済活動の両立という観点で、テレワークは新たな働き方
のメニューとして有効。また、個々の働き手のエンゲージメントを高め、
価値創造につなげる働き方改革・生産性向上の取組みの一つでもある。

● テレワークの導入自体がゴールではない。テレワークを真に根付かせるた
めには、業務フローの変革やＩＴ投資の充実など、仕事の「質」に迫った視
点を持ち、それぞれの企業にふさわしいあり方を模索していくことが必要。

● 一方で課題もある。テレワークに向かない職業、職場、適性等に該当する
働き手のエンゲージメントを如何に高めるか、公労使で議論していきたい。

● 今後の新しい働き方を促進していくためには、労働法制の整備が不可欠。
働き方の多様性を確保する観点で、労働基準法をはじめとした法制度の見直
しを公労使で議論の上、進めていくことが必要。

● 新しい働き方が定着し、働く人のエンゲージメントが高まることが、企業
の価値創造力を質・量ともに向上させ、地域社会の課題解決にもつながる。
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２. 東京経営者協会の取組み
▼ 会員企業から寄せられた意見
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３. 東京都への要望
⑴ 都として意識的に、経済活動の重要性を強く発信していただきたい。
⑵ テレワークの課題解決策の紹介や専門家による実践的なサポート、財政面での支
援充実等をお願いしたい。

⑶ 社会全体の仕組みを変えていくため、行政のデジタル化（デジタルガバメント）
の実現に向け、都にはその先頭に立っていただきたい。

出所:（一社）東京経営者協会
「新型コロナウイルスへの対応に関する緊急アンケート」

テレワークを導入できない現業部門
の社員が不公平感を持っている

ＩＴリテラシーが不十分な社員
への対応が難しい

すべての社員の自宅に仕事のでき
る環境が整っているわけではない

コミュニケーション不足となりがちで、
業績評価のあり方に問題を感じている

▼ オンデマンド動画の配信やオンライン
セミナーを通じた情報提供


